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和文抄録
1950 年に精神衛生法が制定されて以降存続した、家族を想定した保護者に対して精神障害者の治療継続
や監督、財産上の利益保護等の義務を定めた保護者制度に対する、精神障害者家族の認識を明らかにするこ
とを目的とした。精神障害者家族会のメンバー 9 名を対象としたインタビュー調査を実施し、データを質的
帰納的に分析した結果、【保護者制度に対する認識】【保護者制度の影響】【保護者制度撤廃の影響】【地域精
神医療を見据えた課題】【精神障害者家族の特徴】【家族会への展望】の 6 カテゴリに集約された。研究協力
者は保護者制度そのものについて知識がない、問題意識がなかったと認識し、本制度を日本の政治と文化が
招いた弊害であり、家族に負担をかける偏見に基づいた制度と捉えていた。本制度で困ったこととして当事
者との関係への悪影響や退院時の引き取り義務の負担等を、一方で制度のメリットも認識していた。本制度
撤廃については当事者の意思決定の尊重が優先される等のメリット、一方で撤廃後の行政や入院システムへ
の懸念が示された。地域精神医療を見据えた課題としては、社会保障の不全や病気に対する偏見等が集約さ
れ、精神障害者家族の特徴と家族会については、親の子どもの障害に対する無理解や家族自身の障害への根
深い偏見、家族会が古い体制から新しい体制へ向かう転換期にあること等が示された。
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Ⅰ . 緒言
精神障害は目に見えぬ障害であるゆえに、その医
学的・社会学的概念や法的枠組みは頻繁に変化し、
その度に精神障害者とその家族の生活や人権の保
証は揺さぶられてきた。家族は、障害者と同等ある
いはそれ以上に苦悩や困難を抱える場合もある一
方で、本人ほどには注視されづらく、家族を支える
法的システムも整備途上である。わが国では 1900
年に施行された「精神病者監護法」にて、家族が精
神障害者を私宅監置することが認められた。1950
年に「精神衛生法」が制定されて私宅監置は廃止さ
れたものの、家族を意味する「保護義務者」は、「精
神障害者に治療を受けさせるとともに、精神障害者
が自身を傷つけ又は他人に害を及ぼさないように
監督し、且つ、精神障害者の財産上の利益を保護し
なければならない」、「精神障害者の診断が正しく
行われるよう医師に協力しなければならない」、「精
神障害者に医療を受けさせるに当っては、医師の指
示に従わなければならない」などの義務を引き受け
ることとなった。なお、その頃より先進諸国では、
地域精神医療が目指されるようになり、国際レベル
で精神病床数の削減が実現されていく。そうした世
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界的動向に反し唯一日本では、民間精神病院が増設
されていった（1955 年に 44,000 床だった精神病
床が、1970 年には 250,000 床に増床 1））。日本の近
代精神医療は明らかに、国際的動向や水準とはかけ
離れた動きを展開するに至ったわけであるが、家族
に対する上記義務等もその一例といえよう。
その後 1993 年の精神保健法の一部改正で「保護
義務者」が「保護者」に改称され、また 1999 年の
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正
で保護対象として任意入院患者や通院患者が除外
され、かつ自傷他害防止監督義務も削除された。家
族の負荷は若干軽減したものの、精神障害者を社会
で支える仕組みが構築されない限り、精神障害者
家族の負担は計り知れない。強制入院への家族（保
護者）の関与も、当事者と家族の絆に深刻なダメー
ジを与え、長期にわたる弊害を生んできた。7 割が
当事者の父母であった保護者を対象とした 2006 年
の全国家族ニーズ調査報告書 2）では、保護者制度
について、保護者としての役割を果たす困難さやそ
れに対する代替案の提示、当事者の意思や人権軽
視の問題、国の責任を求める意見等があったこと
が報告されている。また「現行のままが良い」と
考える者はわずかであったこと、しかし今後の保
護者制度に対する期待としては、無回答が多い中、
保護者の義務軽減や家族以外による代行、成年後見
制度等を提案しつつも制度存続を求める声が、制度
の完全撤廃を求める声よりも多かったことが報告
されている。すなわち、保護者制度に対する家族の
両価的評価が示唆される。さらに松下 3）は、精神
障害者家族会メンバーに対して保護者制度および
医療保護入院制度についての質問紙調査を実施し、
219 名の回答から、保護者制度の廃止に対して 3 分
の 1 が賛成を示した一方で、「何とも言えない」も
4 割強を占めたこと、また医療保護入院の同意者に
関する意見においても「わからない」が 4 分の１
を占めたことを報告している。精神障害者家族が当
該制度について十分な情報のもとに理解し、賛否の
認識をもったかは疑問が残る。
2012 年 4 月、厚生労働省より保護者制度と医
療保護入院制度の見直し案 4）が示された。結果、
2013 年の精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律の一部改正にて保護者制度は廃止、ただし医療保
護入院制度は存続することになった。医療保護入院
の同意は保護者でなく、家族等（配偶者、親権者、
扶養義務者、後見人又は保佐人）のうちのいずれか
によることとなった 5）。したがって保護者制度によ
る家族の負担は解消したとしても、医療保護入院に
おける家族の負担は変わらなかったといえる。この
ように保護者制度によって精神障害者家族は、有形
無形の負担と影響を受けてきた。本制度は家族の苦
悩や葛藤の根源ともいえるが、家族が制度を十分に
理解していたのか、理解していた場合本制度につい
てどのような認識をもっていたかは判然としてい
ない。そこで本研究では、精神医療の史上劇的な上
記法整備が進められる中で、精神障害者と同様に当
事者でもあった精神障害者家族会のメンバーが、精
神医療における保護者制度廃止案に対してどのよ
うな認識を有していたかをインタビューによって
明らかにし、精神障害者家族の負担軽減および人権
向上に寄与することを目的とした。医療保護入院制
度が存続していることから今後も、精神障害者をと
りまく制度は変化し続けることが予測される。本調
査結果は、その変化の際に家族がどのような理解に
基づいて期待や困難等を抱えるかを予測する上で、
また当事者の声を反映した法整備や政策提言のあ
り様を吟味する上で、参照できると考える。
Ⅱ．研究方法
1. 対象者
対象は、関東圏の精神障害者家族会（2 つの家族
会）メンバー 9 名である。家族会代表者に研究協
力の承諾を得た後、代表者を通じて研究主旨を各家
族会メンバーに伝えてもらい協力者を募った。
2. 調査方法
2013 年 2 月にインタビュー調査を実施した。イ
ンタビューガイドの内容は、保護者制度によって経
験したこと、保護者制度に対する認識（保護者制度
をどのように捉えているか）、保護者制度の廃止に
よる影響（廃止されたらどのようなことが生じると
考えているか）、保護者制度や医療保護入院に関す
る今回の改革に対する考えや感想であった。
倫理的配慮としては、以下の手続きをとった。ま
ず、協力者である家族会メンバーには、本研究の主
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旨と方法を文書と口頭で伝えた。その上で協力は
自由意志で決定できること、拒否することでいかな
る弊害も受けないことが保証されることを伝えた。
また、インタビュー調査の内容はいったん ICレコー
ダーに録音するが、逐語録作成後に消去し、逐語録
からは個人が特定できる内容はすべて削除するこ
と、逐語録も研究終了後紙媒体を含めてすべて破
棄すること、それまでデータは研究者の責任をもっ
て鍵のついた保管庫で厳重に管理してデータの漏
えいを防ぐこと、データは研究にのみ使用するこ
と、研究者に対する質問等があればいつの時点でも
応じること、研究協力の意志を示した後やインタ
ビュー中においていつでも意志を撤回し、協力を止
めることができること、それで不利益を被ることは
一切ないこと、以上について保証することを文書お
よび口頭で説明した。なお研究協力の同意は文書で
得た。
3. 分析方法
逐語録によるインタビュー内容を、テーマ分析の
手法である没頭 / 結晶化整理法 6）を参考に、まず記
述内において語用論上、類似した意味や内容を表す
部分ごとに切片化してコード名をつけて分類した。
次に、類似したコード名ごとに類似性を示した名称
を付けてサブカテゴリ化した。さらに、サブカテゴ
リにおいて類似する内容について抽象化をもって
統合した命名を行い、カテゴリ化する手法で質的帰
納的に分析した。以上の分析過程では、質的研究に
精通した研究者からスーパービジョンを得て、客観
性と妥当性を確保した。
Ⅲ . 結果
研究協力者は男性 3 名、女性 6 名で、全員から
協力の同意およびインタビューを得た。年齢は 50
歳代から 70 歳代、精神障害者との関係は全員親で
あった。インタビュー時間は平均 45 分であり、イ
ンタビュー内容を上記方法に則って質的帰納的に
分析した。その結果 191 コードが得られ、そこか
ら 31 サブカテゴリが抽出され、【保護者制度に対
する認識】【保護者制度の影響】【保護者制度撤廃の
影響】【地域精神医療を見据えた課題】【精神障害者
家族の特徴】【家族会への展望】の 6 カテゴリが抽
出された。各カテゴリ名とサブカテゴリ名、その
下位であるコードを表 1、表 2、表 3、表 4、表 5、
表 6 に示す。また結果の概要を、一部ローデータと
ともに以下に記す。カテゴリ名は【】、サブカテゴ
リ名は『』、コードは＜＞、ローデータは“ ”とする。
表 1. 保護者制度に対する認識（カテゴリ）
サブカテゴリ コード
保護者制度そのものについて十分な知識を
もっていない
保護者制度という言葉は知っていたが意味はわからなかった
病気の知識もないため、 保護者制度もいわれるがままだった
親の責任で必死で本人を入院につなげて、 そこで裁判所に行けといわれてもよく
わからなかった
保護者制度は家族や当事者抜きの中でお上が決めたもの
保護者制度に対する問題意識がなかった
保護者制度そのものに問題意識はもっていなかった
保護者制度も国からの命令みたいなものだろうと思っていた
保護者としてきちんと義務を果たし、 「認められて良かった」 と思った
任意入院だったので保護者制度云 と々いうのはなかった
日本の政治と文化が招いた弊害
保護者制度は、 親が子を見るのは当然という日本文化が影響している
保護者制度が継続したのは政治的な力関係によるもの
保護者制度云 と々いうよりも、 行政がもう少し手当して欲しい
社会全体で面倒を見ていくようなシステムが必要
家族はずっと日陰の身で、 最近やっと声を上げ始めた
家族に負担をかける偏見に基づいた制度
ずっと家族が責任を負わせられてきた。 子どもが 20 歳になったら親も義務から解
放して欲しい
親も本人も年老いていく中で、 親がずっと保護者を担うのはおかしな話
保護者制度は精神疾患を特別扱いしている
保護者制度は偏見と結びついている
認知症の家族に保護者義務はない
普通の入院に保護者の同意はいらない
不要な制度
保護者の同意書がなくても入院できれば良いだけ
治療につながる正しい入院ができれば、 保護者のサインはいらない
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1．【保護者制度に対する認識】
そもそも『保護者制度そのものについて十分な知
識をもっていない』『保護者制度に対する問題意識
がなかった』と認識し、保護者制度を『日本の政治
と文化が招いた弊害』『家族に負担をかける偏見に
基づいた制度』『不要な制度』と捉えていた。ロー
データとしては、“保護者制度が作られたのは明治
時代で、家族や当事者は全く無関係な中でお上が
作った。保護者抜きで決めているわけですから、保
護者がわかるわけがない”“なぜこのような法律が
何十年も存続してしまったか、やはり老人も含めて
子どものことは家で見るのが美徳みたいな、そう
いう日本独自の文化があったと思う”“戦前から今
日まで、全て家族に責任を負わせているわけです。
20 歳までは健常者であろうと障害者や患者であろ
うと、親として養育義務があるのでわかります。け
れども 20 歳になったらさすがにそういう義務から
解放してもらいたい ” 等があった。
2．【保護者制度の影響】
『全ての責任が家族に負わされた』こと、『当事者
との関係への悪影響』『退院時の引き取り義務の負
担』『保護者制度の説明が不十分』なことを、一方
で『保護者制度によるメリット』を認識していた。
ローデータとしては、“親だけでなく、本人が成人
になって本人に 20 歳の子どもがいると、保護者の
責任がその子どもにいきます。兄弟や姉妹も責任を
とらされますから気の毒です”“多くの病院は 3 か
月で退院させなければならない、家や地域で過ごせ
るほど回復していなくても、まして地域に何の資源
がなくても帰ってくる。どこにも行く所がなくて
家庭に引きこもって悶々と生活することがわかっ
ていても戻される”“保護者制度の説明書を読んで
次の時に同意書をもってきて下さいというなら良
いのですが、待合室の長椅子で説明されるんです。
家族は聞いていない（その余裕がない）”“保護者制
度で良かったことはいっぱいあるにはあるでしょ
うね、大変なことになっていても本人が自ら病院に
は行かないですからね”等があった。
表 2. 保護者制度の影響（カテゴリ）
サブカテゴリ コード
全ての責任が家族に負わされた
入院時に全ての責任が家族に負わされて困った
責任も義務もすべて家族に委ねられるのはどうかと思う
保護者制度のために家族がやって当たり前という意識が受け継がれてしまっている
保護者制度のせいで、 病気の子がいくつになっても親が抱え込む羽目になる
20歳過ぎた子どもや兄弟姉妹が保護者になるのが気の毒
当事者との関係への悪影響
保護者制度で親に医療保護入院同意を取ると、 その後親子関係がこじれる
本人に入院意思があったとしても、 同意書で親子関係が激化する
家族が 「無理やり入れた」 と非常に恨んでいる人が多い
家族の同意を残すと本人と家族の関係が悪くなる
親子関係を法律で縛られるのは変
一回目は 「俺をこんなところに入れて」 という感情があったが、 回復してくるとなくなった
退院時の引き取り義務の負担
退院時に本人がどのような状態であれ引き受けなければならない親がかわいそう
引き取り義務ゆえに、入院後3か月で回復していなくても戻されてしまう
強制入院後の引き取り義務は大きな負担
入院中は家とは状況や緊張感が違うので、 安定したといって 3 か月で家に帰されても困る
入るときは夢中だが帰ってきて我に返ってまた生活が始まるので、 あっという間に暴れてしまった
保護者制度に関係なく、 家族が引き取って当然という意識の医療者がいて、 家族を責めてくる
措置入院で、 ある程度の状態でないと引き取れないといったら退院拒否、 引き取り拒否の家
族だと判断された
保護者制度の説明が不十分
保護者制度のことが家族に知らされていないのが一番おかしい
医療者は保護者制度の説明義務を果たしていない
裁判所でいわれるがままに書かされたサイン。 病院にとって都合の良い法律
一応最初に説明はしているが、 家族は動転していて理解できない
入院時に制度について書類で渡して欲しい。 その時には説明されても聞いていない
保護者制度によるメリット
本人を入院させたいのにうまくいかないという家族にとっては、 保護者制度は良かった
保護者制度で良かったこともあるにはある
保護者制度のおかげで保護者の意思がきちんと通る
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3．【保護者制度撤廃の影響】
『当事者の意思決定の尊重』『撤廃そのものを優先
したい』『撤廃後のシステム整備への期待』『撤廃の
デメリット』『撤廃後の行政や入院システムへの懸
念』に集約された。ローデータとしては肯定的な認
識として、“自分の意思で入院したい患者はいっぱ
いいる、それが出来るようになるのは良いこと”“ま
ずは撤廃してもらいたい、そこが第一原則”“保健
所に連絡が行ったら保健師さんが必ず来てくれる。
そして様子を見て医師を呼び、医師が診断して病院
に入院させてくれるというきちんとした約束があ
れば、私は撤廃大賛成ですね”“本人が責任をもっ
て地域で生きていけるように親以外の人がしてく
れる、家族としてはそれを期待します ” 等があった。
一方で “ 閑古鳥が鳴くような病院の先生が患者を
診察して、家族が「この子は入院を嫌がっている
ので家で何とかみます」といっても、「いやこの子
には入院が必要です、親の同意は関係ないです」と
なった場合にどうなるかという問題”“親が子の障
害を認めずに見捨てている場合、「親は何の関係も
ない」ということで親の思う壺になるんですかね”
“一番心配なのは責任の問題。親の責任が全て無く
なってしまって、患者の人権が守られなくなるので
は”“結局経済的負担を誰が担うのか、家族なのか”
“統合失調症の病識のなさを考えると、彼らが必要
な医療を受けるために今まで保護者が必死にやっ
てきたことを、行政が同じようにやれるのか”等の
ローデータもあった。
表 3. 保護者制度撤廃の影響（カテゴリ）
サブカテゴリ コード
当事者の意思決定の尊重
自分の意思で入院したい人にとって、 それができるようになる
本人が入院を望んだ時に親の希望よりも本人の意思が尊重される
親から DV を受けて逃げていても親の同意がなければ入院できないというような、 おかしな
ことがなくなる
撤廃そのものを優先したい
親に一方的に負担をかけるような義務はまず撤廃してもらいたい
撤廃して、 いろんなことが起きてそれに対応するために工夫も生まれる、 やってみないとわ
からない
撤廃してから不備な部分を改善していけば良い
撤廃後のシステム整備への期待
保健所、 病院が連携していて受診できるという約束があれば撤廃大賛成
行政が入院治療、 退院後のことまできちんと面倒を見てくれるのならこんなに良いことはない
家族が亡くなる前に保護者制度がなくなり、 行政がしっかり支えてくれるのが一番望ましい
撤廃後、 親以外の人が責任をもってかかわってくれて地域で生きていけるようにしてくれるの
を期待したい
撤廃のデメリット
入院を渋っている子どもを親の一存で入院させられなくなる
利益目的で病院が入院を勧めてきたら親は拒否できない
撤廃後の医療保護入院の要件が医師一人では困る
撤廃とはいえ家族の同意は必要らしく、 危惧する
撤廃しても、 家族が責任放棄できるのか
親の権利がなくなり、 病院が勝手に子どもを連れていくかもしれない
子の障害を認めずに見捨てている親にとっては、 思う壺かもしれないが
病院に入れておいて欲しい親にとって撤廃は大賛成かもしれないが
医療費の支払いの問題は解決しても、 入院時の家族の同意は残されたらしい
家族という言葉が残ったということは、 撤廃しても意味がない
家族の同意を残すのは問題
当事者が保護者制度をどう考えているかということがポイント、 親に病院に入れられたと思う
人は撤廃してくれと思うでしょうね
撤廃運動は正しいが、 目の前の困っている人を助けられるか
保護者制度がなくなって良いのか
親の責任がすべてなくなってしまって大丈夫か
撤廃後の行政や入院システムへの
懸念
経済的負担を誰が負うのかが決まっていないのが問題
撤廃してから、 行政がきちんと責任をもつようになるのか
今まで保護者が必死になってやってきた部分を、 行政は必死にやってくれるのか
撤廃といっても、 それに代わる制度がなければ不十分
再発の時の判断は簡単、 初発の時に誰が判断するのか
行政が退院後の行き先を決めるのは望ましいが、 誰が退院を決めるのか
入院の判断は医師 2 人ということしかありえない
医師ともう一人誰を入れるのか、 どういうシステムで判断をするのか
生活的な観点から判断できる PSW が望ましい
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4．【地域精神医療を見据えた課題】
『社会保障が行き届いていない』『地域医療におけ
るマンパワーと支援の不足』『病気に対して偏見が
あり、社会復帰の妨げとなっている』『医療機関に
よる退院後の支援の必要性』『医療制度や精神科医
療そのものに問題がある』『引きこもりと医療』に
集約された。ローデータとしては“アパートを借
りても結局、またアパートに引きこもってしまう。
生活保護が引きこもらせている”“現実として移送
制度は使えない。自治体によっても違うようで標準
化されていない”“保健所の人が来てくれて入院も
付き合ってくれたという例は稀”等があった。
5．【精神障害者家族の特徴】
『親の子どもの障害に対する無理解』『家族自身の
障害への根深い偏見』『家族の偏見ゆえに当事者を
隠そうとする、隠さなければならないと思ってい
る』『家族、特に親の精神的負担の大きさ』『病気
表 4. 地域精神医療を見据えた課題（カテゴリ）
サブカテゴリ コード
社会保障が行き届いていない
親が子の障害を認めず、 生活保護の申請をしても不正受給のような扱いを受ける
水際作戦で、 グループホームに入ると生活保護を取れないなどといわれる
グループホームに入るのも厳しい
生活保護を受けて引きこもる人もいる。 生活保護が引きこもらせている
国が、 障害者と老人にはお金を使いたくないと思っている
移送制度が使われないのはまず、 知られていないから
地域医療におけるマンパワーと支援の
不足
病院に行く説得をしている間に年月が流れてしまって障害者になってしまう。 早く治療す
れば大丈夫だったかもしれないのに
移送制度の活用は自治体によって差がある
保健所の人が入院まで付き添ってくれたという例はごく少数
保健師さんが来て連れて行ってくれたというのは聞かない
どうしても病院に入院という形で委ねざるを得ない現状がある
某精神医療センターは統合失調症患者を受け入れてくれない、 避けている
保健センターの HP に精神の条項がただの一語も載ってない
地域に理解のあるところだったら素晴らしい。 そこにくれば全員当事者
みんな変わってるけど楽しいという理解が地域にあればいいが、 日本ではまだまだ
都内ではグループホームは田舎より少ないし偏見もある
生活保護の方の住まいも、 探すと古い物件やそれなりのところしか見つからない
ケアハウスを借りているが古いし定員が 9 名で話にならない
病気に対して偏見があり、 社会復帰の
妨げとなっている
当事者も普通のアパートを借りたい
自立してほぼ寛解していたのに、 がん治療の際に希望の病院から拒否された
当事者に一人暮らしさせようとしてもなかなかアパートも借りれない
精神科の通院歴などへの偏見をどうしたら良いのか
子どもの時から精神に関する知識を与える教育が必要
医療機関による退院後の支援の必要
性
殆どの福祉は医療にかかっていない人に対してアウトリーチしてくれない
病院からは出したら最後という感じ
退院前に地域生活支援センターにつながらないで家に帰されるのは問題
病院に頑張って訴えて、 コミュニケーションの中で改善された
今の医療は病気しか見ない、 その後の生活というのを見てくれない
アウトリーチしてくれる病院がどれくらいあるか
アウトリーチの必要があるのに、 それにかかるための前段階がどうなっているのかというと
ころ
家族以外に誰が必死になって受け止めて病院に連れていくのか
医療制度や精神科医療そのものに問
題がある
診療報酬で回転ドア現象が起きている
精神科の診療報酬が他の科よりも 3 分の 1 というのが問題
薬がなく、 半寛解くらいの人が多い
精神科医が少なくて患者さんに対応する時間がない
一番最初に医師より 「薬はない」 といわれてずっとそのつもりでいた
親としては、 合う薬がないならないではっきりいってもらった方が良い
引きこもりと医療
引きこもりの会の方では、 医療に反対意見という人もいる
引きこもりの人たちは、 自分たちは病気ではないと思っている人が多い
8 年引きこもっていた人が、 やっと医療につながって落ち着いた
一年間閉じこもっていた人も入院を経て、 アルバイトレベルでも働けるようになった
20 年も寝たきりのような状態になったのは親と医者のせいだと思っている
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の知識をもつこと、偏見をもたないことの重要さ』
『家族の制度や病気に関する知識の欠如や状況の放
置』に集約され、ローデータとしては、“親の時代
だと精神分裂病の時代、病院では統合失調症といわ
れているけど、よくよく調べてみれば分裂病だと。
うちは分裂病ではないと奥さんと共同戦線を張る
のが一般的と思います”“家族自身も偏見が大きく
なってしまうんですね、目の前で暴れられたり、い
ろんなことが起きるから”“危険を感じて警察に相
談に行っても、ことが起こって事件にならなければ
表 5. 精神障害者家族の特徴（カテゴリ）
サブカテゴリ コード
親の子どもの障害に対する無理解
親が子どもの障害を認めない
小児科の開業医も自分の娘の病気を認められなかった
親も育てるのが大変なので見放している
親が無理解だと二次障害を引き起こす
うちの子は精神病ではないと夫婦で共同戦線を張ってしまう
親も若いうちは引きこもらせておけるが、年をとってくるとどうしようと思う
何10年引きこもっていても親にも本人にも病識がない人が多い
子どもが引きこもってもかなりの家族は、知識がないためにすぐに病院に行くということは
ない
家族自身の障害への根深い偏見
精神科に対して偏見があるので受診をためらう
精神科に対する偏見は自分にもあった。あったから子どもが障害者手帳を取りたくないと
いったときに許容してしまった
家族は偏見が大きくなってしまう
家族の偏見は激しい、一般の人は本当に理解がある
自分の子どもが病気になったとたんに偏見が芽生えてしまう
家族の偏見の問題は根強くなかなか解決しない。若い世代が増えてくれば変わってくる
だろうと思う
障害への偏見があるので家族会にも参加しない
偏見から地元は嫌だといって、わざと地元でないところの家族会に入る人もいる
家族の偏見ゆえに当事者を隠そうとす
る、隠さなければならないと思っている
姉が弟の世話を一生懸命していたが、医者に行った形跡や相談に行った形跡はなかっ
た。隠していた
家族が隠そうとして伊豆の山の中にまで行かせていた
偏見がものすごく強かったので、なるべく隠して、隠して
本人を出したくないといって隠している地域もある
夏でも本人が飛び出してしまうので少ししか窓を開けない
当事者が帰ってきたら部屋に閉じ込めた
家族が偏見でもって隣近所や世間を気にするあまり、本人を隠す
病院などで「隠さなければいけない」という知識を得てくる
家族、特に親の精神的負担の大きさ
病気の特徴として、家族がどうにかしなきゃいけないということがある
医療につながるかつながらないかが、家族の責任になってしまっている
救急があるといってもまだまだ不完全で、家族に委ねられているところが多い
田舎で病院が遠かったりすると全部が家族の肩にかかってくる
家族がドクターも看護師も薬剤師もやらなければならない、容易なことではない
日本の文化的に、親が見て当たり前だろうみたいなところがある
親ばかりが頑張っても、親が参ってしまう
警察に相談に行ってもことが起こらないと出動してくれない。そこはなんとかして欲しい
警察は動かず、行政は5時で閉まって病院もベッドが一杯だと家族はどうしようもない
病気の知識をもつこと、偏見をもたない
ことの重要さ
雑誌編集者として精神病の知識があったからこそ、子どもが発症したときに病気に気づく
ことができた
学校で偏見や差別について、それはいけないことだという教育をしっかり受けてきた
知識があったからこそ精神科に行くことへの抵抗が少なかった
知識がなければ悪化していたと思うので、薄くてもいいから知識を入れていたい
病気をオープンにしてもマイナス面は一切ない
精神病は初動が遅くなるとどうしても障害になってしまう
家族の制度や病気に関する知識の欠
如や状況の放置
家族は病気の知識が全くない
家族は（病気や制度について）知らないことが多い
家族会に来てショックだったのが、知識がなく大ごとになるまで放置していた親が殆ど
だったということ
ある程度病状が安定してきて初めて、制度に目が行くというのが現状ではないか
発症時は本人も家族も大混乱でそれどころではない。落ち着いてからやっとという感じ
保護者制度について、家族会は問題を訴えていたが家族にまでは届いていなかった
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出動しない、家庭内には立ち入らないし家族はどう
したら良いかわからない”等があった。
6．【家族会への展望】
『家族会のメンバー構成』『古い体制の家族会から
新しい体制へ向かう、今は転換期』『家族会の機能』
『これからの家族会』に集約された。
Ⅳ . 考察
1. 保護者制度に対する認識
研究協力者の【保護者制度に対する認識】は、『日
本の政治と文化が招いた弊害』『家族に負担をかけ
る偏見に基づいた制度』『不要な制度』と捉え、概
して否定的な印象であったが、それにも関わらず本
制度が 60 年余り存続した背景に、『保護者制度そ
のものについて十分な知識をもっていない』『保護
者制度に対する問題意識がなかった』というよう
に、本制度の周知の問題があったことがうかがわれ
る。研究協力者は全員家族会メンバーや家族会代表
者であり、相談活動に従事する中で精神医療の知識
は比較的豊富であった。それでも＜保護者制度とい
う言葉は知っていたが意味はわからなかった＞＜親
の責任で必死に本人を入院につなげて、そこで裁判
所に行けといわれてもよくわからなかった＞とい
うのは、周知のための積極的な働きかけが行政や医
療機関からなかったということであろう。そのよう
な中で、医療保護入院や措置入院等の強制入院の経
験がない家族であれば、なおさら知る由もない。
医療保護入院の届け出数の推移を見ると、1989
年時点で 8 万件強、その後横ばいであったが 1997
年ごろから漸増し、2013 年度時点では 21 万 2 千
件弱に激増した。ただし 2014 年度に保護者制度が
廃止され、医療保護入院の同意者が従来の保護者
又は扶養義務者から、家族等のうちいずれかの者と
なってからは若干減少して 2015 年度で 17 万 8 千
件である。一方措置入院患者数は、1989 年時点で
1 万 4 千人弱、その後下降傾向が続き 2015 年度時
点で 1 千 500 人強に著減している 7）。2014 年時点
における精神障害者数が 392 万 4 千人、外来患者
数が 361.1 万人である 8）ことを勘案すると、精神
障害者家族にとって強制入院を通じて保護者にな
る、あるいは保護者制度を知る機会は決して多いと
はいえない。保護者制度が廃止された現在、制度を
周知する必要性自体が問われるが、少なくとも医療
保護入院が存続し、保護者の名称が家族等に変更さ
れただけの本改正を鑑みれば、制度の意義とそれが
家族に及ぼした負荷を知っておくべきであろう。
次に、『日本の政治と文化が招いた弊害』という
表 6. 家族会への展望（カテゴリ）
サブカテゴリ コード
家族会のメンバー構成
精神の家族会は親が作るので年齢層が高い
当事者の人たちも若い人たちが入っているし、 今はインターネットの力が大事
家族会というのは定年退職してから行くものだという人がまだ多い
古い体制の家族会から新しい体制へ
向かう、 今は転換期
寄合のような雰囲気の家族会はつぶれていっている
定年退職組がお茶のみ的に集まるのはもうこりごり
今までの家族会はちょっと時代に合っていないのではないか
家族会を生き返らせて新しいメンバーで作っていこうとしている、 今は転換期
次世代あたりからはもっと家族会の集まりも良くなるだろうと思う
家族会の機能
家族会に入らなければ保護者制度についてもわからなかった
家族会を通して法改正に常に取り組んできた
家族会の一つであるつくし会の働きで保護者制度がなくなった
家族会の人は制度について知り尽くしている、 理解している
身体障害や知的障害に比べて精神障害の家族会はまとまらない
知的障害や身体障害の家族会のほうが強いし、 良い制度をもっている
これからの家族会
ネットなどのツールを使って情報化を徹底させるべき
情報を徹底させてシステム作りをする
ビジネスや他の障害と同じレベルまで精神も行くべき
ホームページや会報の発行など、 情報化の一つとして大いに利用すべき
家族会メンバーは知識や理解があるので、 一般的な家族の意見とはいい切れないかも
しれない
家族会のメンバー数はほんの一握り、 保護者制度も一部分の人が叫んでいるというふう
にしか見られていないのかもしれない
会報誌を教本、 副教材として発行、 利用して欲しい
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認識であるが、諸外国の保護者制度の有無について
調査した中根ら 9）は、保護者制度のある国として
英国、フランス、オランダ、韓国、オーストラリア（ビ
クトリア州）を例示し（フィンランド、イタリアは
なし）、保護者の権利義務については、韓国を除け
ば義務よりも患者を擁護する保護者の権利を優先
していると報告している。韓国のそれは「適切な
医療を受けさせる義務」「自傷他害行為が起こらな
いよう監護する義務」「財産上の利益などの権利擁
護」を含み、わが国の保護者制度と似ている。韓国
では精神病床数そのものは日本の比でないものの、
現在、諸外国の病床数減少動向と相反する形で病床
数が増加している。非自発的入院率が 3/4 近くを占
める 10）点からも、韓国独自の社会文化的背景が影
響していることが推察される。わが国の保護者制度
と単純に比較はできないものの、わが国は保護者制
度そのものを廃止した点で、より人権擁護にシフト
しつつあるといえるかもしれない。
最後に『家族に負担をかける偏見に基づいた制
度』『不要な制度』であるが、家族の負担を加味す
れば当然の認識といえる。ただし、保護者制度で
困ったことがある一方で、良かったこともあるとい
う両価的な認識があり、これも、本制度が長年にわ
たって存続した一要因といえる。また、単に保護
者制度を廃止すれば解決できるものではないとい
うジレンマの背景には、精神障害者の人権やスティ
グマという人道的課題も見え隠れしている。家族へ
の依存 11）や精神科特例（精神病床の許可基準（職
員定数）を一般病床よりも少なくしたこと）の問
題をはじめ、精神科医療の一般医療化 12）が当事者、
家族を含む関係者の究極の目的とならざるを得な
い状況は、スティグマの一象徴に過ぎない。
2. 保護者制度の影響、保護者制度撤廃の影響
【保護者制度の影響】では、『全ての責任が家族に
負わされた』『当事者との関係への悪影響』『退院
時の引き取り義務の負担』『保護者制度の説明が不
十分』という困ったことが複数ある一方で、『保護
者制度によるメリット』として唯一、治療を拒否
する患者を保護者の意思で入院させられることが
示された。そもそも保護者の意思有無に関係なく、
措置入院レベルでなくとも入院が必要な患者を入
院させられるシステムがあれば良かったはずであ
る。しかし家族にとってそのような選択肢がなかっ
たゆえに、患者を救出する唯一の方策として、保護
者の同意による医療保護入院を了承していたと推
察される。そうであれば上述した、良かったことも
あるという両価的な認識は、選択肢の欠如が招いた
メリットに過ぎない。家族主義的な文化背景をもっ
ての、精神医療制度の家族への依存 11）といえよう。
以上より結果的に、保護者制度は家族にとって負
荷以外の何物でもなかったと推察されるが、＜責任
も義務もすべて家族に委ねられるのはどうかと思
う＞＜ 20 歳過ぎた子どもや兄弟姉妹が保護者にな
るのが気の毒＞＜本人に入院意思があったとして
も、同意書で親子関係が激化する＞＜引き取り義務
ゆえに、入院後 3 か月で回復していなくても戻さ
れてしまう＞＜医療者は保護者制度の説明義務を
果たしていない＞などの問題意識に加え、＜保護者
制度のために家族がやって当たり前という意識が
受け継がれてしまっている＞＜保護者制度に関係
なく、家族が引き取って当然という意識の医療者が
いて、家族を責めてくる＞＜親子関係を法律で縛ら
れるのは変＞といった見解がある点に着眼したい。
保護者制度が『日本の政治と文化が招いた弊害』と
いう認識のとおり、根源には日本独自の社会文化的
背景や価値観があったと推察されるが、それに甘ん
じてきた国の姿勢があったことも否定できない。
たとえば町野 13）が保護者制度の弊害と称する内
容からも、その姿勢をうかがい知ることができる。
一つは、かつて課されていた他害行為防止義務で
ある。他害行為については保護者に選任されてい
なくとも家族は、民法 714 条の「法廷監督義務者」
として損害賠償責任を負う。加害行為者が責任無能
力者でなく 714 条の適用がない場合でも、709 条
により監督義務者は一般の不法行為責任を負う 13）。
それにもかかわらず敢えて、保護者制度の中で精神
障害者の保護者の義務を強調したことが、その姿勢
を示唆している。もう一つは、保護者は措置入院が
行われなかった者、入院措置の解除を受けた者、仮
退院者を引き取り、かつ、仮退院した者の保護に当
たっては、当該精神科病院又は指定病院の管理者の
指示に従わなければならないという保護者の引き
取り義務等である。入院医療から地域医療への円滑
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な移行の責任者は保護者だけではない。むしろ移行
のイニシャティブは、行政の役割である 13）。最後が、
精神障害者の財産上の利益を保護する義務である。
財産管理はあくまでも本人の意志に基づいて行わ
れるべきだが、その判断能力に問題があるときには
民法 7-21 条の成年後見・保佐・補助制度を活用す
るのが筋道である 13）。それを保護者の義務と明文
化したこと自体、保護者への依存を示している。
次に、【保護者制度撤廃の影響】については『当
事者の意思決定の尊重』『撤廃そのものを優先した
い』『撤廃後のシステム整備への期待』『撤廃のデ
メリット』『撤廃後の行政や入院システムへの懸念』
と、良し悪しが半々に集約されたが、＜本人が入院
を望んだ時に親の希望よりも本人の意思が尊重さ
れる＞をはじめとした人権遵守の強調と＜撤廃し
て、いろんなことが起きてそれに対応するために工
夫も生まれる、やってみないとわからない＞という
変革への切望、地域精神医療に向けての行政や保健
所、病院への期待が語られた。一方で、＜入院を渋っ
ている子どもを親の一存で入院させられなくなる
＞＜利益目的で病院が入院を勧めてきたら親は拒
否できない＞＜撤廃しても、家族が責任放棄できる
のか＞や、医療費の支払いなど現実的な問題が語ら
れた。中でも重視したいのは、医療保護入院が存続
し、保護者という言葉に代わって＜家族という言葉
が残ったということは、撤廃しても意味がない＞と
いう声である。医療保護入院の同意者に従来の保護
者の大半を示す家族を入れたことに対しては様々
な意見があるが、多くが批判的である 14-17）。
また、保護者制度廃止後の現場の混乱として、家
族の同意要件が残り、一方で心神喪失状態にない扶
養義務者が存在する限り市区町村長同意は適応さ
れなくなったことで、精神科救急医療の現場では、
親族間で入院に対する意見が割れた場合や、親族の
所在、入院同意への意志および能力が不明確なケー
スでは、入院治療の開始が滞ること 18）、さらに退
院後生活環境相談員の設置に伴い、相談員が記録や
委員会管理、調整に追われて個別対応がしづらく
なっていること 19）が報告されている。本改正がい
かに期待にそぐわないものであったかを示唆して
おり、今後の改正に期待したい。特に、＜今まで保
護者が必死になってやってきた部分を、行政は必死
にやってくれるのか＞＜行政が退院後の行き先を
決めるのは望ましいが、誰が退院を決めるのか＞、
医療保護入院の決定に＜医師ともう一人誰を入れ
るのか、どういうシステムで判断をするのか＞と
いった声が示すように、新制度における行政や関係
者の役割分担の課題は大きいと考える。
柑本 20）は法律の立場から、①医療保護入院制度
から家族の同意を削除し、指定医一名の入院判断
により入院可能とするが、精神医療審査会による
迅速かつ実質的な事後審査を実施すること、②医療
保護入院等のための移送制度から家族等の同意を
削除すること、③非自発的入院患者に関し、患者
と病院との仲介役を務め、患者の権利を擁護する、
病院とは独立した権利擁護制度を創設すること、④
強制医療の実施に際しては、医療観察法病棟で行わ
れているような倫理会議を設置して、その判断を
仰ぐことの 4 点を課題として提示している。また、
連綿と続いてきた精神保健医療福祉の立法趣旨が、
そもそも共同生活に支障を来す行為に及ぶ精神障
害者をできるだけ迅速に収容して「医療と保護」を
行うところにあり、医療法の「医療を受ける者の利
益の保護及び良質かつ適切な医療を提供する」とい
う趣旨とは異なるという指摘 21）もある。これらが
今後クリアすべき課題の根幹といえよう。
3. 地域精神医療を見据えた課題
【地域精神医療を見据えた課題】として集約され
た『社会保障が行き届いていない』等の 6 サブカ
テゴリの中で、『医療機関による退院後の支援の必
要性』に関しては、最近、家族の負担軽減につなが
る動向があった。2018 年 3 月に厚生労働省は「地
方公共団体による精神障害者の退院後支援に関す
るガイドライン」22）を通知した。ここでは、退院
した精神障害者は地域生活を送る上で様々な課題
やニーズを抱えやすく、円滑な社会復帰等の観点か
らは、ニーズに応じて退院後に必要な医療、福祉、
介護、就労支援等の支援を受けられる環境を整備す
ることが必要ゆえ、各都道府県、保健所設置市およ
び特別区がガイドラインを踏まえて関係機関等と
協力し、積極的に退院後支援の取組を進めていくこ
とを求めている。本人や家族等が参画した退院後支
援の計画作成から支援期間、会議開催や管理や連携
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等の自治体の責務が明記されている。これに準じ
れば、少なくとも退院後 6 か月までは行政がコミッ
トすることが保証されている。
一方、退院後の支援におけるアウトリーチについ
ては行政の立場から時澤 23）は、移送制度の問題（移
送制度の適応とする判断の難しさ、行政として医療
保護入院に介入・関与することの問題）と絡めてア
ウトリーチの効果と課題（アウトリーチの対象制限
や、夜間休日対応の難しさ）を提議し、江原 24）は、
アウトリーチの 3 類型（保健中心型、医療中心型、
福祉中心型）ごとの対象者と活動内容を紹介し、問
題として未受診ケースを挙げるとともに、移送制度
が複雑で時間を要し、迅速な対応ができない現状を
報告している。また木戸 25）は、ピアスペシャリス
ト（当事者）を活用した多職種アウトリーチの有用
性について報告し、松長ら 26）はアウトリーチのコ
スト面の効果について、下平 27）はアウトリーチに
おけるリフレクティブプロセスをとりいれたケー
スカンファレンスの有益性について報告している。
アウトリーチに関連した様々な実践やその有益性、
一方で課題が明らかにされていく中、『地域医療に
おけるマンパワーと支援の不足』の状況が解消され
ていく可能性がうかがえなくもない。引きこもりに
対しても、アウトリーチが発揮する効果は高いと考
える。
4. 精神障害者家族の特徴と家族会への展望
最後に【精神障害者家族の特徴】と【家族会への
展望】を考察する。そもそも本研究の目的は、家族
会メンバーを対象として精神医療における保護者
制度廃止に対する精神障害者家族の認識を明らか
にすることであった。しかしその語りを分析する中
で、精神障害者家族や家族会そのものに関する内容
が多く、また精神医療における保護者制度廃止に対
する精神障害者家族の認識のあり様に、家族会の活
動経験が関与していることが推察された。まず【精
神障害者家族の特徴】として『親の子どもの障害に
対する無理解』をはじめ、知識の欠如や家族自身の
根深い偏見、余裕のなさ等が集約されたが、障害に
対する無理解については、わが国の長きにわたる精
神疾患に関する教育や啓発の欠如があり、親が子ど
もの精神疾患発症という事実を否認したい気持が
影響していた可能性が考えられる。病気そのもの
の偏見については、当事者自身がもつセルフスティ
グマがあるからして、家族がスティグマをもっても
想像に難くない。“ 家族自身も偏見が大きくなって
しまうんですね、目の前で暴れられたり、いろんな
ことが起きるから ” という声が示すように、患者と
のかかわりの中で負った心的外傷が家族の偏見を
生んだのかもしれない。
精神障害者家族の精神的健康とその要因に関し
ては、家族の精神的健康が一般人口よりも低いこ
と、その規定因として気晴らし、否認といった回避
コーピングと自分だけの時間がもてないこと、特
に家族の回避コーピングが高いほど、また自分の
時間が短いほど QOL が低いことが報告されている
28）。また町野 13）は、本改正の目的を家族の負担軽
減、精神障害者を医療に結びつける義務を保護者や
家族に負わせないこととする以上、そして家族も支
援を要する存在であると認識する以上、精神障害者
と精神医療とを仲介し、精神障害者の権利を擁護
する存在、patient advocate の導入の必要性を検討
すべきと述べている。家族の QOL 改善の観点から
も、第 3 者の patient advocate の導入意義は高い
と考える。さらに、無理解やスティグマの根源には
精神障害者家族に限らず、国民全体を対象とした教
育や啓発が必要であり、この課題に対してはメディ
アや当事者による活動等の影響が大きい 29）。精神
障害者との接触経験の重要性も指摘されている 30）
ことから、若い頃からの、広く疾病や障害を抱えた
人に関する教育・啓発体制を構築していくことが重
要であろう。
次に【家族会への展望】であるが、IT による情
報過多の時代に突入し、また SNS をはじめとする
情報流通の変革を経て、家族会活動も多くの課題に
直面していることがうかがわれた。これは精神障害
者家族会に限らず、障害者や患者会等の当事者のセ
ルフヘルプグループにおいても共通した問題と推
察する。ただし精神障害者の家族会メンバーは高齢
化していることから、これらの課題への対応には人
的物理的資源が必要となる。家族のみならず若い当
事者も一緒になって連携していくことが求められ
てくるかも入れない。サブカテゴリ『これからの家
族会』で示された展望を中核とした、今後の活躍が
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期待される。家族が戦略的にワンボイスをあげら
れるようなシステム作り、蔭山ら 31）の報告にある
ような専門職とのパートナーシップの構築も有益
であろう。＜家族会のメンバー数はほんの一握り、
保護者制度も一部分の人が叫んでいるというふう
にしか見られていないのかもしれない＞といった、
一枚岩になれない弊害の解消にも役立つと考える。
なお、本改正を含めた近年の精神保健福祉施策の
展開や、共生社会の実現を目指す障害者総合支援
法の改正など国家的施策は、働くことを通した障
害者の社会参加を促進することを強調している 32）。
このような動向に対しても、これからの家族会や当
事者団体がかかわりを求められる可能性があるが、
精神障害者家族の負担軽減が望まれる中、家族会や
当事者団体だけにこうした役割や貢献を期待する
のではなく、社会全体で関心を寄せ、共にその実現
を模索していくべきであろう。
Ⅴ . 結語
精神障害者家族の負担軽減および人権向上に寄
与することを目指して、精神医療保護者制度廃止に
対する精神障害者家族の認識を明らかにすること
を目的に、精神障害者家族会メンバーで精神障害
者の親である 9 名に対してインタビュー調査を行っ
た。その内容をテーマ分析の手法を用いて切片化、
コード化したところ、191 コードが得られた。これ
らを、抽象度を高めてさらに 31 サブカテゴリに、
さらに 6 カテゴリに分類した。以下、カテゴリを【】
で、サブカテゴリを『』で示す。
【保護者制度に対する認識】
『保護者制度そのものについて十分な知識をもっ
ていない』『保護者制度に対する問題意識がなかっ
た』『日本の政治と文化が招いた弊害』『家族に負担
をかける偏見に基づいた制度』『不要な制度』
【保護者制度の影響】
『全ての責任が家族に負わされた』『当事者との
関係への悪影響』『退院時の引き取り義務の負担』
『保護者制度の説明が不十分』『保護者制度によるメ
リット』
【保護者制度撤廃の影響】
『当事者の意思決定の尊重』『撤廃そのものを優先
したい』『撤廃後のシステム整備への期待』『撤廃の
デメリット』『撤廃後の行政や入院システムへの懸念』
【地域精神医療を見据えた課題】
『社会保障が行き届いていない』『地域医療におけ
るマンパワーと支援の不足』『病気に対して偏見が
あり、社会復帰の妨げとなっている』『医療機関に
よる退院後の支援の必要性』『医療制度や精神科医
療そのものに問題がある』『引きこもりと医療』
【精神障害者家族の特徴】
『親の子どもの障害に対する無理解』『家族自身の
障害への根深い偏見』『家族の偏見ゆえに当事者を
隠そうとする、隠さなければならないと思ってい
る』『家族、特に親の精神的負担の大きさ』『病気の
知識をもつこと、偏見をもたないことの重要さ』『家
族の制度や病気に関する知識の欠如や状況の放置』
【家族会への展望】
『家族会のメンバー構成』『古い体制の家族会から
新しい体制へ向かう、今は転換期』『家族会の機能』
『これからの家族会』
以上の結果を踏まえ、次のことが示唆された。精
神障害者家族の負担軽減は近年まで注視されるこ
となく、家族の人権も、精神障害者自身の人権向上
と必ずしも比例してこなかった。家族の苦悩や葛藤
の根源の一つであった保護者制度について、不当で
不要な負担との認識が主であったのは当然といえ
る。そのような制度が 60 年余りも継続した背景と
して、家族主義等の日本固有の社会文化的背景や、
保護者依存の施策傾向に加え、知識が比較的豊富な
精神障害者家族会メンバーにとっても制度内容の
周知が十分でなく、問題意識をもつまでの理解に
至っていなかったという実情があった。今後の制度
変更にあたっては、障害者やその家族が、自分たち
をとりまく制度について理解するに十分な情報提
供とサポートが望まれる。2013 年に保護者制度は
廃止されたものの医療保護入院制度において家族
の負担が残ったことに対して、家族の批判的な意見
が目立ったことから、本件について課題は未だ山積
している。精神障害者の医療を入院医療から地域
医療へシフトさせる流れにおいては、2018 年に退
院後支援についてのガイドラインが通知される等、
一定の進展の兆しも見えている。精神障害者を支え
るのは社会であるという前提に立ち、精神障害者家
族の一層の負担軽減および、人権尊重を実現してい
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くことが望まれる。
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Abstract
This study aimed to examine the cognition of family members of individuals with mental disabilities 
regarding the abolition of the guardianship system in mental health care. The following six categories were 
extracted from the interview with nine family members from support groups for relatives of individuals 
with mental disabilities : “cognition about the guardianship system,” “impact of the guardianship system,” 
“influence of the abolition of guardianship system,” “issues for the regional mental health care system,” 
“features of families of individuals with mental disabilities,” “perspectives for family associations.” The 
participants recognized their lack of the problem consciousness and knowledge on the guardianship system. 
They considered this system as an adverse effect brought by Japan’s politics and culture. Additionally, they 
regarded it as a burden on families based on prejudice. They identified adverse effects on the relationship 
with the individual with mental disabilities and the burden of the takeover obligation at discharge as some 
of the negative aspects of this system. However, they also recognized some merits. Regarding the abolition 
of this system, they considered respecting the decision making of the individual with mental disabilities as a 
merit, but they also expressed concerns about the administration and hospitalization system after abolition. 
Other regarded issues are social welfare failures and prejudice against diseases, and parents’ lack of 
understanding about their child’s problems and family members’ deep-seated prejudice. Additionally, it was 
acknowledged that family associations were undergoing a transition from the old to the new regime. 
